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消費者物価～東京コアの上昇幅は、4月に0.1ポイント拡大 
 

●3月の全国コアは前年比0.5％上昇。4月の東京コアは、上昇幅が0.1ポイント拡大 

3 月の全国の消費者物価コア(生鮮食品を除く総合)は、前年比 0.5％となった。上昇率は、1、2 月と同水準で、

これで5カ月連続の上昇となっている。内訳をみると、原油価格の上昇の影響で、大幅な上昇が続く灯油について

は、上昇率が若干下がり（2月：同37.8％→3月：36.1％）、衣料の上昇ペースも鈍化したが(同1.9％→同1.4％)、

教養娯楽耐久財や教養娯楽サービスの低下幅の縮小が続き(それぞれ同 10.7％低下→同 9.9％低下、同 0.4 低下→

0.2％低下)、コア価格全体では、上昇幅の縮小はみられなかった。 

一方、4月の東京都区部コアは同0.3％となり、上昇率が、3月の同0.2％から0.1％ポイント高まっており、全

国ベースでも、4月に上昇率が高まる可能性を示唆している。電気代や診療代の引き下げが実施され、灯油の上昇

率の低下が続いているものの（3月：同29.7％→4月：同25.0％）、ガス代が引き上げられたほか、教養娯楽耐久

財の低下幅が引き続き縮小している（同 9.5％低下→同 8.5％低下）。このほか、東京では、すでに 3月に上昇と

なっていた教養娯楽サービスの上昇率が高まったほか（同 0.1％→同 1.0％）、家賃の上昇ペースも加速している

（同0.2％→同0.5％）。 
 

●「米国方式コア」の上昇も続く。07年度に向け1％が視野に 

全国コアの前年比上昇の定着が確認される一方、4月以降は電気代などの引き下げなどに加え、原油価格上昇の

影響も前年比ベースで弱まってくるとみられることから、コア価格の上昇幅が縮小するとの見方が多かったが、そ

の他の押し上げが大きい。食料品やエネルギー関連を除いた米国方式のコア価格をみると、全国ベースでは、4カ

月連続で前年比上昇となっており、3 月は前年比 0.2％となっている。また東京の米国方式コアは、同 0.3％とな

り、3月から0.2％ポイント上昇率が高まっている（図表1）。 

景気拡大で需給ギャップが改善し、需給改善に伴う物価押し上げ効果が今後も見込まれる。また、足元のエネ

ルギー価格上昇で、7 月のガス代の再引き上げに加え、電気代の値上げの可能性も出てきている。8 月の消費者物

価の基準年改定による上昇率の低下(0.2％ポイント程度)を織り込んでも、日銀が示した「中長期的な物価安定の

理解」の中心値の｢1％前後｣が、07年度に向け視野に入ってくる可能性が大きい。 

 

図表1. 消費者物価の推移 
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　　(注)米国方式コア：食料品(除く酒類)、電気代、都市ガス代、石油製品を除く総合

　　(資料)総務省｢消費者物価指数」
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